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第１ 趣旨 

民主主義社会の基盤である選挙が明るく行われるためには、政治団体、政治家及び公

職の候補者をはじめとする選挙運動に携わる者が良識ある行動をとることが大切である

とともに、有権者の一人一人が常日頃から積極的に社会の活動に参加し、豊かな政治常

識を醸成し、主権者としての自覚を持って積極的に政治・選挙に参加することが必要で

ある。 

このことから、次に掲げる基本方針の下、各重点事項に取り組むことにより、政治・

選挙の現状及び問題点等について県民の認識を深めることとする。 

 

第２ 基本方針 

明るい選挙の推進に当たって、県・市町村の選挙管理委員会及び明るい選挙推進協議

会は、公益財団法人明るい選挙推進協会、教育機関、社会教育団体、青年団体、女性団

体、報道関係機関等の各種団体と協働・連携し、明るい選挙推進運動を有効的かつ効率

的に実施する。 

現在、有権者の投票行動で、投票率の向上とともに重要なことは投票の質の向上であ

ると指摘されている。そのために、特に投票率が低い若年層の政治意識の高揚を図ると

ともに有権者一般の政治的判断力を高めるための啓発事業を一層推進することとする。 

 

第３ 重点事項 

１ 若年層に対する啓発 

選挙権年齢が満１８歳以上に引き下げられ、来年度には憲法改正の国民投票の投票権

年齢も満１８歳以上となる状況を踏まえ、教育機関等と連携して授業、講義、研修会等

への講師の派遣又は紹介を引き続き行うとともに、若者リーダー養成研修等への派遣、

啓発冊子の配布等により、高校生や１８歳及び１９歳の若者をはじめとした若年層に対

する啓発を積極的に推進する。 

また、進学、就職等に伴う住所移転による住民票の異動について、市町村、教育機関

等と連携して周知を行う。 

 



２ 政治団体、政治家及び公職の候補者等に対する啓発 

きれいな選挙や投票総参加のためには有権者への啓発はもとより、政治団体、政治家

及び公職の候補者等への啓発も重要であるため、その実現に向けて積極的に活動を行う。 

 

３ きれいな選挙の呼びかけ 

 政治に対する信頼を確立し、議会制民主政治の健全な発展を期するため、その基本で

ある選挙では、選挙三ない運動（贈らない、求めない、受け取らない）をはじめ選挙の

ルールを遵守し、きれいな選挙を実現するための呼びかけを行う。 

 

４ 投票総参加の呼びかけ 

 選挙の意義及び一票の重みを県民に周知するとともに、県の広報媒体、各種団体広報

誌等を効果的に活用し、具体的かつ積極的に棄権防止、投票参加の呼びかけを行う。 

 

５ 投票制度等の周知 

県民の政治・選挙の意義についての認識を深めることを主眼に置き、成年被後見人の

選挙権、期日前投票、不在者投票、在外投票、洋上投票、選挙人名簿の登録制度の見直

し等の投票制度及び選挙権年齢の引き下げ、インターネット選挙運動の解禁等の選挙制

度並びに国民投票制度等の内容について、機会をとらえて引き続き啓発周知を行う。 

また、最高裁判所裁判官国民審査の期日前投票期間の延長、不在者投票の投票用紙等

のオンライン請求をはじめとする法令改正の内容についても積極的に周知を行う。 

 

６ 市町村の啓発事業に対する支援 

市町村への各種情報提供、市町村間の情報共有・連携促進等により、市町村の啓発活

動を支援する。 

なお、県と市町村の役割分担としては、県は、県内全域に渡るものや政治団体に対す

る啓発活動を主とし、市町村は、明るい選挙推進運動の実質的な主体として、地域に密

着した活動を行うものとする。 

 

 


